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 令和７年度事業報告 

Ⅰ 概 況 

１ 経済概況等 

令和７年度のわが国経済は、世界経済の先行きに不透明感が残る中、各種

政策効果もあり、個人消費や設備投資の増加が経済回復を牽引し、実質成長

率は微増した。 

 

一方、令和４年２月に発生したロシアのウクライナ侵略は、４年目を迎え、

ウクライナ側の反転攻勢があったりしたもののその後膠着状態となった。こ

れに加えて令和５年１０月に始まったパレスチナ・イスラエル戦争は戦闘が

激化し、ロシアの支援を受けていたシリアのアサド政権が令和５年に崩壊し

た後、令和８年２月にはアメリカとイスラエルによるイラン攻撃が始まり、

イランの最高指導者や軍指導部幹部が殺害され、アメリカ、イスラエルはイ

ランの軍関係施設を空爆した。これに対しイランは、中東におけるアメリカ

軍関係施設を標的としてイスラエルなどのアメリカ関連施設を攻撃し、両陣

営の報復合戦となった。そのため、イランはホルムズ海峡を事実上閉鎖し、

日本を含めた国々のタンカーなど船舶の航行ができなくなり原油価格やこ

れに連動する LNG 価格が高騰し、日本政府は備蓄していた原油を一部放出

するなどの対応をおこなった。 

 

お隣中国では、習近平氏が書記長、第三期に入るに当たって台湾統一を公

約に掲げ、対外強硬路線を継続し、台湾海峡の緊張が高まることとなり、わ

が国においても、台湾有事を想定した議論が本格的に始まることとなった。

また、中国では不動産投資が加熱し、その後不動産バブルが崩壊すると不良

債権問題が顕在化した。これによりこれまで世界経済を牽引してきた中国経

済の景気が急激に減速することになり、１～１２月期では経済成長率５％を

維持したと発表したものの、中国国内では特に若者の失業率が上がった。 

 

また、令和８年３月ホンダは米国市場で EV 需要が減ってきていることに

対応して、生産予定だった一部 EV の開発を中止することを発表し、生産設

備などの減損損失のため６，９００億円相当の赤字になるとした。 

 

当工業会では、令和７年度には前年のタイに引き続き、中国の上海方面に

海外視察団を派遣した。 



 

2 

展示会「アウトメカニカ上海」では、フランクフルト開催を上回る規模に

圧倒されつつ、中国企業や工業会会員などの出展ブースを見学し、展示会事

務局の責任者を表敬訪問もおこなった。 

EV 大手・比亜迪（BYD）社のディーラー見学では、最新の装備を有する

車両を目の当たりにし、発想力と実現力の差に舌を巻いた。 

また、百度（バイドゥ）での自動運転車試乗体験では、交通事情に合わせ

て公道を難なく走行し、安全性と先進性を体感することができた。 

 

令和７年度のわが国実質 GDP は前年比１．２％増に止まった。 

為替レートによる円安の影響もあり、令和５年に GDP がアメリカ、中国

にドイツ次いで４位であったが、為替レートでの換算の影響もあり、さらに

インドにも追い越されそうな状況にある。 

内訳を見てみると、個人消費は１．３％増と堅調なのに対して、住宅投資

がマイナス３．７％と低調であり、輸出は弱い動きとなった。 

 

次に、自動車関係について令和７年の新車販売台数をみると、暦年累計で

約４５６万台であり、前年比３．３％増で２年ぶりに前年実績を上回った。

また、乗用車（登録車＋軽自動車）の保有台数は約６，２３７万台で前年比

約２万台減少した。 

 

  令和２年１０月の菅総理による「２０５０年カーボンニュートラル」宣言

後、令和３年４月には気候変動サミットにおいて「２０３０年のＣＯ２削減

目標を２０１３年比４６％減」と表明する等、カーボンニュートラルに向け

た動きが加速してきた。 

  また、SDGs（持続可能な開発目標）への取組みも、今後、企業を永続的

に存続・発展させていくためには、極めて重要な取組みとなっている。 

さらに、自動車整備業界においては、自動車におけるＣＡＳＥ（コネクテ

ッド、自動運転、シェアリング、電動化）を中心とした次世代技術の急速な

進展を背景として、これらの電子制御技術に対応した「特定整備制度」がス

タートしており、この新たな制度に対応するための人材育成や整備スペース

の確保、さらには人材の高齢化にも対応することが求められている。 

 

このような大きな環境変化のなか、自動車の整備機器メーカーの集まりで

ある我が工業会においては、自動車の安心・安全の追及を重要課題とし、会

員企業における意見交換や各種情報の提供を積極的におこなっていくこと

が必要であると考えている。 
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例えば、現下の厳しい環境変化に対応するため「カーボンニュートラル」、

「SDGs」や「現場リーダー層育成」、「生産性向上に必要な現場改善」等に

関するセミナーの開催、整備機器分野でのビジネスチャンスの拡大や新商品

開発につながっていくような特許技術などの情報提供活動を積極的に実施

してきた。 

 

今後、自動車産業をめぐる環境が大きく変化し、自動車の構造や所有形態

の変化が想定されるが、移動手段としての車の必要性や重要性には変わりが

ないものと考える。そして、車そのものが存在するならば、その安心・安全

を確保するために必要となる点検、整備機器の役割は今以上に増大するもの

と考える。 

 

当工業会会員各社においては、これら整備業界の課題に対応すべく、クル

マの安心・安全と環境を支えるサービスツールメーカーとしてユーザーニー

ズを積極的に把握し、次世代の整備を見据えた新商品開発や安全の質的向上

を図っていくことが必要である。 

工業会においては、以上の状況を踏まえ、今後とも会員各社のお役に立て

るよう引き続き積極的に情報発信をおこなっていきたい。 

  

２ 会員の増強 

令和７年度は、賛助会員の新規加入１社を迎え、その結果、正会員４３社、

賛助会員１１社 計５４社体制での運営となった。 

 

Ⅱ 事業活動の概要 

１ 主要会議等の開催状況 

令和７年度においては、通常総会及び理事会を以下のとおり開催した。 

 

（１) 通常総会（「参考資料１」参照） 

    通常総会は、令和７年５月２８日（水）、機械振興会館において開催さ

れ、以下の決議事項について審議、決定した。 

 

第１号議案 令和６度事業報告(案)及び収支決算(案)の承認に 

ついて 

第２号議案 令和７年度事業計画(案)及び収支予算(案)の承認に 

ついて 
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第３号議案 一部役員辞任に伴う選任案の承認について 

第４号議案 その他（オートサービスショー、海外視察について） 

 

（２）理事会（「参考資料２」参照） 

令和７年度においては、以下の理事会を開催し、各事項について審議、

報告をおこなった。 

① 第１回理事会 令和７年４月２５日（金） 機械振興会館 

第１号議案 令和６年度事業報告(案)及び収支報告(案)の承認に 

ついて 

第２号議案 令和７年度事業計画(案)及び収支予算(案)の承認に 

ついて 

第３号議案 一部役員辞任に伴う選任候補者(案)の承認について 

第４号議案 賛助会員入会希望社の承認について 

第５号議案 令和７年度通常総会(案)について 

      永年勤続優良従業員表彰の候補者(案)について 

      オートサービスショー２０２５について 

      令和 7年度の海外視察について 

その他 

 

   ② 第２回理事会 令和７年７月２３日（水） 霞会館（西麻布） 

   第１号議案 令和７年度事業実施計画(案)について 

第２号議案 賛助会員入会希望社の承認について 

   第３号議案 その他 

 

② 第３回理事会 令和７年１２月１１日（木） 機械振興会館 

      第１号議案 令和７年度上期決算報告について 

     第２号議案 中国海外視察団の報告について 

           退会予定会員の報告について 

     第３号議案 その他 

  

(３)  監事監査 

  ① 令和６年度の決算をとりまとめ、令和７年４月１４日（月）に 

監事監査をおこなった。 

 

② 令和７年度上期（４～９月）の中間決算を取りまとめ、令和７年 

１２月５日（金）に監事監査をおこなった。 
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２ 展示会に関連する取組み（「参考資料３」参照） 

（１）第 38 回オートサービスショー2025 

令和７年６月１９日（木）から２１日（土）までの３日間で東京ビッ

グサイトにて開催された「第３８回オートサービスショー２０２５」に、

当工業会から事務局も含めて２９社（関連会社６社含む）が出展した。

（出展社数１１２社・団体、来場者数４０，３２４人で前回比１１３％） 

工業会の小間では工業会活動の紹介のほか、当ショーに未出展の会員

企業のパンフレット設置や、OBD 車検にも対応したスキャンツール等

の会員製品を一同に展示するとともに、トルクレンチの正しい使用方法

や校正の啓蒙活動の一環としたパネル展示などをおこなった。 

   また、工業会の商標である「JAMTA」マークと工業会会員である旨を

記載したパネルを作成し、出展会員の小間に掲示の依頼をおこなうなど工

業会と「JAMTA」マークの認知度の一層の向上に努めた。 

 

（２）Japan Mobility Show 2025 

令和７年１０月３０日（木）から１１月９日（日）までの日程で東京

ビッグサイトにて開催された「ジャパンモビリティショー２０２５」に、

共催団体の一員として参画した。 

来場者数は約１０１万人で、工業会の会員企業から７社（関連会社１

社含む）が出展し、部品・機械器具・自動車関連サービスの展示におい

て多くの新しい技術やサービスが披露された。 

 

（３）第 23 回国際オートアフターマーケット EXPO 2026 

令和８年２月１２日（木）から２月１４日（土）までの日程で東京ビ

ッグサイトにて開催された「第２３回国際オートアフターマーケット

EXPO ２０２６」に、工業会の会員企業から１０社（他関連会社１社）

が出展し、工業会からは希望した６社に「JAMTA」ロゴマークのパネル

を提供した。 

 

３ 講演会、セミナー等の開催状況 

   会員企業の経営、技術等に関する知識の習得、情報の収集・提供の機会と

なり得るよう、次のとおり講演会・見学会を開催し、意見交換をおこなった。 

 

（１）経産省講演会「自動車産業の現状と政策の方向性」（総務委員会主催） 

通常総会前の時間にて、経済産業省製造産業局自動車課課長補佐・

戸塚悠二様による講演会を開催。自動車産業の現状と政策の方向性を
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メインテーマとし、GX 対応・DX 対応・サプライヤーの事業転換支援

などについて解説された（「参考資料４」参照）。 

（令和７年５月２８日、機械振興会館、２５名参加） 

 

（２）会員工場見学会「KTC ものづくり技術館」（技術委員会主催） 

大阪・関西万博視察に合わせて、正会員の工場見学を実施。京都機械

工具株式会社内にある KTC ものづくり技術館や工場を見学し、安全に

対する取組みとして可視化された実験器具を参加者が実際に体験した

（「参考資料５」参照）。 

（令和７年７月８日、京都機械工具株式会社 KTCものづくり技術館、 

１７名参加） 

 

（３）大阪・関西万博視察（総務・技術委員会共催） 

４月１３日～１０月１３日に開催された大阪・関西万博について、

総務・技術両委員会の共催で視察をおこなった。会場では会員が各々

パビリオンを見学し、定刻に集合し記念撮影を実施した（「参考資料６」

参照）。 

（令和７年７月９日、大阪・関西万博会場、１１名参加） 

 

（４）国際講演会「米中の戦略的競争とインド太平洋」及び「急速な変化を 

見せる中国の自動車産業と日本企業」（国際委員会主催） 

第２回理事会の前にて、国際講演会を二部構成で開催。 

第一部は、世界的な安全保障リスクや経済安全保障の現況、「自由で

開かれたインド太平洋」の最新情報、そしてアメリカと中国の国内事

情と両国の関税措置等の経済関係などについて、政策研究大学院大学

の篠田教授が紹介した。 

第二部は、米中摩擦の日本への経済的影響、中国の中長期計画の概

要、中国における自動車産業の現状などについて、ＪＥＴＲＯ調査部

中国北アジア課の清水課長が解説した（「参考資料７」参照）。 

（令和７年７月２３日、霞会館｛西麻布｝、政策研究大学院大学・ 

篠田邦彦氏、日本貿易振興機構・清水顕司氏、２１名参加） 

 

（５）講演会「BYD の最新動向と日本での取組み」（技術委員会主催） 

海外視察説明会の前にて、ビーワイディーオートジャパン株式会社

の代表取締役社長・東福寺厚樹氏を迎え、同社の概要と日本市場への

展望などについて聴講した。オンラインも併用し多くの会員が参加し
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て、同社への関心の高さが伺えた（「参考資料８」参照）。 

（令和７年１０月８日、９６名参加） 

 

（６）広報勉強会「環境変化を受けたアイシンの広報活動強化について 

～経営統合、電動化シフトを受けて～」（総務委員会主催） 

正会員の株式会社アイシン社協力のもと、第３回理事会の前に広報

勉強会を開催。同社広報部・富田勝巳部長による講演で、これまで実

施した社内外への広報活動の詳細、SNS 活用の事例や危機管理広報

の実例などが紹介された（「参考資料９」参照）。 

（令和７年１２月１１日、機械振興会館、３３名参加） 

 

 ４ カーボンニュートラルへ向けての対応強化 

（１）カーボンニュートラルに関する実態調査（「参考資料１０」参照） 

 カーボンニュートラルに向けた動きが加速していることを踏まえ、会

員各位におけるカーボンニュートラルに対する取組み状況把握のため

の実態調査をおこなった。（回答企業数：１６社、回答率２９.６％） 

 

（調査結果概要） 

○ カーボンニュートラル（CN）への課題意識については、「経営層

で、自社の課題として意識している」という回答が３８％と前回

の５３％より減少しており、「経営層から従業員まで、自社の課

題として意識している」という回答は「一般的には知っているが、

自社の課題として意識していない」と並んで今回３１％となり

前回の３５％から微減した。 

○ 体制の整備状況は、「対応体制は整備されていない」が５０％で

最多だったが、次点の「関係部門連係による対応体制を構築して

いる」は３１％であった。 

○ CN 実現のための具体的な取組み状況について、「CN 対策を社

内決定し、具体的な取組みに着手している」が５６％で、前回の

６５％より減少。また、「特に何もしていない」という回答は１

９％あり、前回の０％より増加した。 

○ 具体的な取組み内容は、「空調設備の運転短縮、不要な照明の消

灯等、生産工程の運用改善による省エネ」が５６％で最多、次い

で「再生可能エネルギーの導入」が５０％だった。 

○ CN 対策実施上の問題点は、「経営課題としての優先度が低い」

が５０％で最多、次いで「人材がいない」「資金がない」と並び
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３１％を占めた「その他」の内容として、「特に問題点はない」

「他に簡単に行えることが分からない」「開発の優先順位や実務

転換の難しさ」「再生可能エネルギー導入による費用対効果の評

価が難しい」などが挙げられた。 

○ 今後実施すべき取組みについては、「製品の廃棄時におけるリサ

イクル性向上への取組み」が５０％、次いで「空調設備の運転短

縮、不要な照明の消灯等、生産工程の運用改善による省エネ」、

「空調、照明等の制御機能や窓等の遮断設備付加等、生産工程の

機能付加による省エネ」、「再生可能エネルギーの導入」、「省エネ

対応製品の開発等、製品そのものの CO2 排出量削減の取組み」

がそれぞれ３８％で同数だった。 

○ 必要と思う支援策については、「資金援助」が６９％で最多、次

点が「国、都道府県等の公的機関による指導・助言」の５６％だ

った。 

○ ｛カーボンニュートラルおよびサーキュラーエコノミーに関す

る国からの政策支援（補助金など）を継続してお願いしたい｝と

いう意見が挙がり、関連する講演会や勉強会の開催などを検討

していく。 

 

（２）実態調査を踏まえた情報提供 

 具体的な CO2 排出量を把握していくための「【簡易版】CO2 排出量算

出表」を前年度に引き続き会員へ配布した（「参考資料１１」参照）。 

参考資料は、事務局に報告のあった会員１４社の産出量合計。 

    前回は回答１２社で排出量合計２，３０１，０４５t-CO2 であったため

平均では約１９１，７５３t-CO2 だったが、今回の集計では排出量合計が

２，１６０，７７０t-CO2 で、１４社で平均すると約１５４，３４０t-CO2

となり、前回より排出量が改善傾向にあることがうかがえる。 

 

 ５ SDGs へ向けての対応強化 

（１）SDGs の取組に関する実態調査（「参考資料１２」参照） 

 今後、企業経営の安定的かつ長期的な成長を図るためには、環境や社

会問題への取組み等が重要であると言われており、SDGs への取組みが

多くの企業において積極的に実施されている。 

 このため、会員各位における SDGs に対する取組状況把握のため実態

調査をおこなった。（回答企業数：１６社、回答率２９.６％） 
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 （調査結果概要） 

○ SDGs についての課題意識は、「経営層から従業員まで、自社の

課題として意識している」（４４％）と約半数を占め、「経営層で、

自社の課題として意識している」（２５％）と合算すると６９％

となり、前回の８８％より大きく減少した。 

○ SDGs に関する体制の整備状況は、「対応体制は整備されていな

い」が４４％で最多となり、「関係部門連携による対応体制を構

築している」は３８％だった。 

○ 具体的な取組みの実施状況は、「SDGs の推進を社内決定し、具

体的な行動に着手している」が５６％で、「特になにもしていな

い」という回答は１３％であった。 

○ 具体的な行動の内容としては、前回は「自社の事業活動を通じた

社会課題解決への取組み推進」が最多だったが、今回は「SDGs

のゴールを踏まえて、従来から行ってきた取組みの再構築（見直

し）」が３８％でトップとなった。 

○ SDGs を実施する意義については、「企業の価値向上に資するた

め」が６３％で前回に引き続き最多だった。 

○ SDGs を実施したことによる効果について、今回は「従業員のモ

チベーションアップ」が５０％と半数を占めた。 

○ SDGs 実施上の問題点は、「人材がいない」が４４％で前回同様

最も多く、次に「経営課題としての優先度が低い」が３８％だっ

た。 

○ 今後実施すべき取組みについては、「自社の事業活動を通じた社

会課題解決への取組み推進」が５０％と半数を占め、次点は「社

員の人材育成への活用」で３８％だった。 

○ SDGs を実施することによる期待する効果は、「企業利益の増加」

と「従業員のモチベーションアップ」と「採用活動におけるプラ

スの効果」と「他社との差別化」が各５０％で並んだ。 

○ 必要と思われる支援策については、「補助金」が６３％で最も多

く、次に「国、都道府県等の公的機関による指導・助言」が４４％

だった。 

○ SDGs に関する意見や要望は特段無かった。 

 

（２）実態調査を踏まえた情報提供 

工業会ホームページにトピックスを打ち立て、関連するニュース記事

のリンクを掲載・更新し、情報提供をおこなった。 
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６ 分科会活動状況 

（１）故障診断分科会 

① 自動車整備技術の高度化検討会関係 

国土交通省は、自動車の電子制御化に対応した点検・整備の検討を

おこなうため、「自動車整備技術の高度化検討会」を設置し、積極的な

議論がなされている。同検討会は本年度中に計３回開催された。 

当工業会からは故障診断分科会会長・副会長・書記からなる三役の

メンバーが参加し、高度化検討会の重要な事項である「（スキャンツー

ルの）標準仕様のあり方検討ＷＧ（ワーキンググループ）」の議長とし

ても積極的な意見交換、提案をおこなった。同ＷＧは本年度中に１０

回開催された。 

 

第３０回自動車整備技術の高度化検討会 

令和７年６月１９日（木） 会場＆リモート開催 ７名参加 

第３１回自動車整備技術の高度化検討会 

令和７年１０月２７日（月）会場＆リモート開催  １１名参加 

第３２回自動車整備技術の高度化検討会 

令和８年３月１９日（木） 会場＆リモート開催  １０名参加 

第１回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年４月２４日（木） 会場＆リモート開催 ４名参加 

第２回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年５月３０日（金） 会場＆リモート開催 ６名参加 

第３回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年６月１７日（火） 会場＆リモート開催 ４名参加 

第４回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年７月１７日（木） 会場＆リモート開催 ３名参加 

第５回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年８月２８日（木） 会場＆リモート開催 ４名参加 

第６回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年９月２９日（月） 会場＆リモート開催 ５名参加 

第７回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年１０月１７日（金）会場＆リモート開催 ４名参加 

第８回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和７年１２月２２日（月）会場＆リモート開催 ４名参加 

第９回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和８年２月２０日（金） 会場＆リモート開催 ５名参加 
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第１０回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和８年３月６日（金）  会場＆リモート開催 ５名参加 

 

② ＯＢＤ検査関係 

令和６年１０月より開始されたＯＢＤ車検に必要となる法定スキャ

ンツールについて、国土交通省では「ＯＢＤ検査モニタリング会合」

を開催し、運用が開始されてから発覚した問題について情報共有をお

こなうとともに、検査用スキャンツールについて（一社）日本自動車

機械工具協会と認定機種のアップデート対応に関する問題点等の共有

や協議をおこなっている。この「ＯＢＤ検査モニタリング会合」は令

和７年度に４回開催された。 

また、国土交通省やＯＢＤ車検システムを構築している独立行政法

人日本自動車技術総合機構との会合「ＯＢＤ検査システム・検査用ス

キャンツール技術連絡会」も令和７年度に計４回開催され、各種技術

的課題について分析・提案を実施している。三役以外の故障診断分科

会会員も積極的に参加した。 

 

第３回ＯＢＤ検査モニタリング会合 

令和７年６月２５日（水） 会場＆リモート開催 ９名参加 

第４回ＯＢＤ検査モニタリング会合 

令和７年９月１７日（水） 会場＆リモート開催 ８名参加 

第５回ＯＢＤ検査モニタリング会合 

令和７年１２月１５日（月）会場＆リモート開催 １０名参加 

第６回ＯＢＤ検査モニタリング会合 

令和８年３月９日（月）  会場＆リモート開催 １０名参加 

第５回ＯＢＤ検査システム・検査用スキャンツール技術連絡会 

令和７年５月１６日（金） 会場＆リモート開催 ６名参加 

第６回ＯＢＤ検査システム・検査用スキャンツール技術連絡会 

令和７年８月２７日（水） 会場＆リモート開催 ９名参加 

第７回ＯＢＤ検査システム・検査用スキャンツール技術連絡会 

令和７年１１月２５日（火）会場＆リモート開催 ８名参加 

第８回ＯＢＤ検査システム・検査用スキャンツール技術連絡会 

令和８年２月１９日（木） 会場＆リモート開催 ８名参加 

 

分科会は令和７年度内に計５回開催され、上記検討会や会合での内

容の報告や、各所に意見を表明するためのアンケート調査等を実施し、
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新たな運用ルールでの故障診断装置開発情報提供に関する問題点の検

討等、活発な活動をおこなった。 

 

③ 整備用スキャンツール一覧表の工業会ホームページ掲載 

 改正道路運送車両法による特定整備事業は令和２年４月１日から運

用が開始されたが、この特定整備事業に必要となる「整備用スキャン

ツール」については、国土交通省告示により「技術上の基準」が設け

られている。 

当工業会は、国土交通省からの要請に基づき、上記「技術上の基準」

に適合している整備用スキャンツールを各ツールメーカーから名簿提

出を受け、一覧表を当工業会のＷＥＢサイトに掲載している。 

 

④ カーメーカー１２社外部故障診断装置開発情報の提供 

当工業会では、標準仕様の汎用スキャンツールの開発に必要なカー

メーカーからの情報提供について、各スキャンツールメーカーからの

問い合わせ等に対応していくため、カーメーカー１２社から委託を受

けて外部故障診断装置開発情報提供等の窓口機能を引き続き実施した。 

 

（２）工具分科会、タイヤ整備分科会 

 大型車における車輪脱落事件は、令和６年度実績が１２０件となり前年

度より２２件減少したものの、依然として多くの脱落事故が発生している。 

このような状況を踏まえ、国土交通省においては、車輪脱落事故防止対

策として「令和７年度緊急対策」を取りまとめ、令和７年１０月～令和８

年２月末の間を「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン」として取り組

んだ。当工業会においても、上記キャンペーンの趣旨に基づき、（一社）日

本自動車工業会作成の注意喚起ポスターを工具機器分科会及びタイヤ整

備分科会メンバー９社へ計９０枚を配布し、安全啓蒙周知活動に協力した。 

また、令和７年度の「自動車点検整備推進運動」では、運送事業者用チ

ラシを前述と同じ９社に計１万７千枚配布した。 

国土交通省主催の「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検

討会」に、専門家として工業会タイヤ分科会のメンバーが出席し意見交換

をおこなった。 

 

第７回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 

令和７年９月２４日（水） リモート開催 ２名参加 
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（３）門型洗車機分科会 

 「中小企業省力化投資補助金」について、「自動車両洗浄機」のカテゴリ

登録をおこない、製品登録審査などに関して議論するために分科会を計４

回開催した。 

 

（４）エアコン関連機器ワーキンググループ（WG） 

 「中小企業省力化投資補助金」について、「エアコンシステム内自動洗浄

装置」および「自動変速機フルード下抜き交換装置」のカテゴリ登録を目

指し、ワーキンググループの会合を１回開催した。 

 

７ 各種調査等の実施 

   業界の実態や状況の推移を把握するため、会員を対象に以下の調査を実

施し、結果を取りまとめＨＰ及び業界紙等を通じて公表した。 

（１）生産実績調査（「参考資料１３」参照） 

機種別に生産額を調査するもので、毎年４月に前年度分につき実施。 

令和７年度の生産実績は、前年度と比較し約１５億円減の約４７２億９

千１百万円（対前年度比９６.８％）となっている。 

また機種別の構成比をみると、工具が全体の３分の１弱の割合を占める

が前年度の２８.８％より１.１％減少し２７.７％となった。次いで、油圧

機器が２３.６％で３.０％増、洗浄機が１６.３％で２.１％増、試験機器が

１２.５％で０.７％増、電気機器が４.７％で１.３％減と変化している。 

 

（２）輸出動向調査（「参考資料１４」参照） 

工業会会員の令和６年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事業

者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象におこなっ

た輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成・公表し

た（令和７年８月）。 

令和６年度の輸出額は約１３０億９４４万円で、前年度と比較して 約

３０億円の増額（前年比１３０％）となり、平成３年度以来の１３０億円

台超えとなっている。 

増加が最も多かった地域はアジアで約１１億２６８１万円の増額（前年

度比１２０.８％）、減少が大きかった地域は前年度に引き続き中国で約１

億９３０３万円の減額（前年度比８４.１％）となった。 

機種別で最も増額したのはその他で約５０億４３３９万円（前年度比２

５９.２％）、次にディーゼル機器が約３７７５万円（前年度比２４０.７％）、

計測機器が約１２５８万円（前年度比１１２.７％）と続いた。 
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 その他（構成比３８.８％）とプラント類（構成比０.２％）を除く機種別

割合では、工具類が市場規模の３７.４％の約４８億円で引き続き最大だが、

前年度の４５.７％よりシェアが減少している。次いで電気機器が１２.

３％の約１５.９億円、油圧機器が８.３％の約１０.８億円と、この３機種

で市場規模６１.８％の約７５.４億円を占めている。 

 

（３）企業動向調査（「参考資料１５」参照） 

主要経営指標の現状及び今期の見込みを調査するもので、毎年４月に当

該年度分を実施し、その結果を総会時の配布資料などで公表している。 

令和８年度調査では、トピックス項目として「雇用実態と賃金改善の状

況」、さらに今回は「トランプ関税と円安の影響」に関する項目も追加した。 

 

（４）大型車車輪脱落防止のための日頃の点検・整備の重要性についての周知 

国土交通省による「車輪脱落防止キャンペーン」の趣旨に基づき、注意

喚起ポスターを工具機器分科会及びタイヤ整備分科会メンバー９社へ計９

０枚配布した。 

「自動車点検整備推進運動」では運送事業者用チラシを前述と同じ９社

に計１万７千枚配布し、安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。（再掲） 

 

８ 海外情報の収集、取得、提供 

（１）海外視察団の派遣（「参考資料１６」参照） 

   ＥＶの普及とＤＸ化が顕著といわれる市場動向等を把握するため、令和

７年１１月２５日（火）から１１月２８日（金）までの日程で中国の上海

に視察団を派遣し、会員企業より２３名が参加した。 

初日におこなわれた BYD（比亜迪汽車）の高級車ブランド「仰望」（ヤ

ンワン）のショールーム見学では、高級 EV の装備（ノックでドアが開く、

音声指示、充実したオーディオ等）を目の当たりにし、その場で３６０度

車体が転回するデモンストレーションも披露された。その他、ボタンひと

つで車高が上下し、水上で 30 分間走れる SUV モデルもあった。装備が

多い分電力消費が多いためか、補助としてバッテリー充電用のエンジン

が搭載されていた。整備工場ゾーンには中国メーカーの整備機器が多く、

リフトの大きさなど着目すべき部分もあった。 

２日目の展示会「アウトメカニカ上海」視察では、公共交通機関を利用

し、中国国内最大規模の会場「国家会展中心」に赴いた。辻修理事と共に

展示会事務局の責任者（クララ・タム女史）を表敬訪問し、この会場規模

はフランクフルトを上回っているとのことだった。 
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３日目の百度（バイドゥ）の自動運転体験では、実際に武漢で商用利用

されている最新車両の説明を聞き、その後 3 人 1 組で各自乗車し公道を走

行した。電動バイクが多く歩道から飛び出してくるような交通事情である

が、確実に察知して停車し時にはクラクションも鳴らしていた。 

華為（ファーウェイ）の自動車ショールームは南京路という目抜き通り

の目立つ場所にあり、最新鋭の三つ折りスマートフォンや二画面タブレッ

トなどの隣に電気自動車も複数台展示されていた。バックミラーがカメラ

式になっている車種もあるなど BYD のヤンワン同様に装備が充実してお

り、多数の来場者が見物していた。 

こうした結果を、参加団員の協力を得て海外視察レポートとして取りま

とめ、令和８年２月上旬に会員企業に送付・配布した。 

 

（２）輸出実績調査 

工業会会員の令和６年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事

業者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象におこな

った輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成、令和

７年８月に公表した。（再掲） 

 

９ 広報活動の推進・情報提供 

（１）ニュース便覧を通じた情報提供 

自動車関連の「特許出願公開目次（抜粋）」情報や、日刊自動車新聞の当

工業会関係記事を選定し見出しとリンクを掲載した「ニュース便覧」を編集

し、年１０回（１月、８月を除く）当工業会ＨＰ上に公開するとともに、各

会員に対し紙媒体の冊子を作製して配布をおこない、各社内で回覧される

などして活用された。また、関係団体の図書施設にも配布するなど情報提供

活動をおこなった。 

 

（２）報道機関への情報提供活動 

当工業会の業界活動に関して、随時、業界紙及び専門雑誌等の報道機関、 

出版社への情報提供に努めるとともに、更なる浸透を図っていくため、理事

長の会見（７月、日刊自動車新聞の機械工具特集）や年頭所感発表の機会等

を活用して理事長メッセージの発信強化に努めた。 

 

（３）WEB サイト等による情報提供 

工業会の組織、会員、事業報告及び決算状況に関する情報のほか、生産、

輸出等の諸統計、調査結果を公開した。 
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また、関連バナーの増設、トピックスに日刊自動車新聞の記事の見出し・

リンク集の掲載をおこない、情報発信の充実を図った。 

  

（４）大型車車輪脱落防止のための日頃の点検・整備の重要性についての周知 

国土交通省による「車輪脱落防止キャンペーン」の趣旨に基づき、注意

喚起ポスターを工具機器分科会及びタイヤ整備分科会メンバー９社へ計

９０枚配布した。 

「自動車点検整備推進運動」では運送事業者用チラシを前述と同じ９社

に計１万７千枚配布し、安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。（再掲） 

 

（５）工業会商標「JAMTA」マークの活用 

工業会の認知度の一層の向上及び工業会会員であることの企業イメージ

アップを目指して、工業会の商標登録「JAMTA」マークの積極的活用のた

め、関連印刷物及び名刺広告を通じて業界紙にマークの掲載をおこなった。 

 

１０ その他の事業 

（１）生産物責任保険（ＰＬ保険）への付保（「参考資料１７」参照） 

   会員からの加入申し込みを受け、工業会でとりまとめて、より低い料率で

ＰＬ保険を付保した。 

 

（２）イベント後援・協賛 

① 「人とくるまのテクノロジー展 2025」（自動車技術会） 

令和７年５月２１日（水）～５月２３日（金）  

パシフィコ横浜（神奈川県横浜市） 

② 「第 38 回オートサービスショー2025」（日本自動車機械工具協会） 

令和７年６月１９日（木）～６月２１日（土） 

東京ビッグサイト（東京都江東区） 

③ 「第 23 回学生フォーミュラ日本大会 2025」（自動車技術会） 

令和７年９月８日（月）～９月１３日（土） 

Aichi Sky Expo（愛知県常滑市） 

④ 「Japan Mobility Show 2025」（日本自動車工業会） 

令和７年１０月２９日（水）～１１月９日（日）※プレスデー含む 

東京ビッグサイト（東京都江東区） 

⑤ 「Japan Mobility Show Fukuoka 2025」（実行委員会） 

令和７年１２月１８日（火）～１２月２１日（日） 

マリンメッセ福岡（福岡県福岡市） 
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⑥ 「第 23 回国際オートアフターマーケット EXPO 2026」（実行委員会） 

令和８年２月１２日（木）～２月１４日（土） 

東京ビッグサイト（東京都江東区） 

 

（３）その他 

① 永年勤続優良従業員表彰 １２名 （「参考資料１８」参照） 

② 令和７年１０月２９日（水）二団体懇親ゴルフ大会 会員７名参加 

③ 令和８年１月６日（火）  自動車関係５団体新春賀詞交歓会 

会員２０名参加 

④ 令和８年１月１３日（火） 自動車機械工具二団体新年賀詞交歓会 

会員６３名参加 

⑤ 令和８年２月１８日（水） 二団体執行部懇談会  会員８名参加 

 

１１ 会議の開催状況（「参考資料１９」参照） 

 

（１）通常総会 

令和７年５月２８日（水） 

 

（２）理事会 

第１回 令和７年４月２５日（金） 

第２回 令和７年７月２３日（水） 

第３回 令和７年１２月１１日（木） 

 

（３）監事監査 

令和６年度決算監査 令和７年４月１４日（月） 

令和７年度中間監査 令和７年１２月５日（金） 

 

（４）委員会、分科会の開催数 

(ア) 総務委員会       ２回 

ニュース便覧編集会議 １０回 

(イ) 国際委員会       ４回 

(ウ) 技術委員会       ２回 

（分科会等） 

故障診断分科会     ５回 

門型洗車機分科会    ４回 

エアコン関連機器 WG  １回 


